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＜考察＞

今回の研修に参加し、防火管理の重要性・管理としての役割を学ぶ事ができ、防災に対する意識を高める事が出来た研修でした。

研修の中で、日本での火災の発生が年間５万件を超えており、1日に約150件の火災が全国のどこかで発生しているという現実を聞き、日頃から火災が発生しないよう備品の点検や日常生活で火災を引き起こす要因がないか点検していく必要があると感じました。

特に高齢者施設では、火の始末が十分に出来ない方等も多く利用されており、南陽館では、喫煙室が設置されている為、火の取扱いには十分注意していかなければなりません。

また、施設では年2回の避難訓練を実施していますが、今回の研修で今までの避難訓練において、役割は明確であっても、初期消火方法や通報・連絡といった部分が十分に出来ていないように感じ、今後、避難訓練を行う際は消火器を使用した訓練や通報・連絡訓練にも力を入れ取り組んで行きたいと感じました。

消防用設備等の操作についても、実際、設置場所が分かっていても操作方法が分からない、もし、火災が発生し使用した後の管理などもはっきり理解出来ていない部分があり、スタッフ全員が把握できていない為、今後、操作方法やもしもの為の防災に関する勉強会を行い、スタッフ全員が防災に対する意識を高めていけるよう取り組んで行きたいと考えます。

また、火災だけでなく、突発的に起こる地震においては、どのように対処していかなければならないのか、事前に対策を考えて行かなければならないと感じました。

実際に、過去の火災事例を見ても、消防用設備の維持・管理が適切に行われておらず、火災発見の遅れ、初期消火の失敗が延焼を進めてしまったケースが多く、また、消火栓設備のボックスにホースがなかったり、消火器の薬剤が入っていなかったという例もあり、維持管理の不備から避難の安全が確保されずに死傷者が出るケースにまで発展したものも少なくない為、これから、防火管理者として、消防計画の作成や日常点検など日頃から安全確保に努めていかなければならないと改めて実感させられた研修でした。

【概要】

１．防火管理の意義と制度の概要

わが国では、年間約5万件を超える火災が発生している。１日に約150件の火災が全国のどこかで発生しているのが現実である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

しかも、過去の火災の多くは、放火や人々の不注意によって発生し、火災の発見の遅れや初期消火の対応のまずさ、更には、防火設備の不備などにより、被害を大きくしている。

①防火管理とは・・・

「火災の発生を未然に防止し、かつ万一火災が発生した場合でもその被害を最小限にとどめる為、必要な万全の対策を樹立し、実践することをいう。」

②防火対象物とは・・・

「消防法第2条第2項では、建築物やその他の工作物をはじめ車両、船舶、山林など、その中に収容されているものを含めて、火災予防の対象となるものすべてのものを「防火対象物」としている。

③特定防火対象物とは・・・

百貨店や旅館、地下街といった不特定多数の者が利用する防火対象物は、病院、社会福祉施設、幼稚園など行動力にハンディキャップがあり、火災が発生した場合に人命に及ぼす危険性が高い施設などをいう。

④非特定防火対象物とは・・・

収容人員50人以上のものをいう。映画館、共同住宅、博物館、美術館、駐車場など

⑤管理権原者とは・・・

防火管理を行わなければならない建物の管理に権原を有する者、一般には、建物の所有者や事業所の経営者のことをいう。

※キーポイント

⇒管理権原者は、防火管理者を選任して、防火管理上必要な業務を行なわなければなりませんが、防火管理者を選任することによって防火管理に関する義務と責任が免責されるものではない。

⑥防火管理業務

管理権原者は、防火管理者に消防計画を作成させ、防火管理上必要な業務を行なわせなければならない



２．施設・設備の維持管理

①消火器

消火器の種類には、粉末消火器と強化液消火器、泡消火器、二酸化炭素消火器、ハロゲン消火器などがある。

消火器には、消火できる火災種別が丸い色で表示されている。

	白
	普通火災
	木材、紙、繊維類などの火災

	黄
	油火災
	天ぷら油、灯油などの火災

	青
	電気火災
	配電盤、変圧器、電気配線などの火災


②屋内消火栓設備

火災が拡大し、消火器では消せないような場合に有効。

水源、モーター、ポンプ、ホース及びこれを収納する消火栓ボックス等から構成されるもので、使用時にポンプを起動させ、ホースを延ばして放水する。

消火ポンプを起動させた後は、ホースを火点まで延長してから開閉パルブを開いて放水する。

③スプリンクラー設備

天井面等に配管を設け、これにスプリンクラーヘッドを取り付け、火災が発生した場合に自動的に散水して消火するとともに警報を発する固定式の消火設備で、火災の発見と消火を同時にしかも自動的に行うので人手を必要とせず、初期段階を超えた火災に対しても極めて有効。

３．緊急時対する訓練のあり方

訓練は、通報訓練、消火訓練、避難訓練、総合訓練に分けられ、事業所の用途によって年間の回数が定められています。特定防火対象物では、消火訓練及び避難訓練を2回以上、通報訓練1回以上、また、非特定防火対象物では、それぞれ1回以上定期的に実施する必要がる。

①自動火災報知器などの作動による発見の場合

点灯した受信機の地区表示灯の場所と警戒区域一覧図を照合して確認し、現場へ駆けつける。この際、受信機の周囲に複数の勤務者がいる場合は、その場に1名は残しておく。

また、現場付近に人がいる場合は、非常放送などで現場確認と報告の指示をする。

②消防機関への通報

消防機関への通報は次の内容を正確に伝える

1、 事故の種別【火災なのか救急なのか】

2、 所在地

3、 建物などの名称

4、 火災の状況【出火位置、燃焼物、逃げ遅れの有無等】

5、 その他

４．事業所内への連絡

①連絡上の注意事項

1、 非常放送は、原則として火災階及び直上階を最優先に行い、順次時間差をつけて上段を、次いで下階を行い混乱防止を図る

2、 非常放送は、明確で落ち着いた命令口調によって2度繰り返します。

②初期消火の時期

初期消火は、自衛防衛隊の安全を考え、消火器や消化バケツによる消火活動は天井に火が移るまでの間。

屋内消火栓による消火活動は、フラッシュオーバーが起こる直前で消火活動の担当責任者が危険と判断するまでを一応目安とする。

③初期消火活動時の留意事項

1. 粉末消火器による消火の場合、いったんは火が消えたように見えても再燃する危険があるので、消火器使用後は水をかけて完全に消火したかどうかを確認する。

2. 出火階以外の階層では、空調ダクトのガラリや階段などから煙が噴出する為、必ず火点を確認して注水する。

3. 屋内消火栓による放水は、過剰な放水による水損に留意するとともに、避難時機を失しなわないよう常に退路を確保しておくことが必要。消火が確認された後は起動ボタンを戻し、ポンプ制御盤の停止ボタンにより屋内消火栓のホンプを停止する。なお、自動火災報知設備と連動している場合は、起動ボタンを戻した後に受信機の火災復旧スイッチを操作してからポンプを停止する。

4. スプリンクラー設備が作動し、消火が確認された場合は、制御弁を閉鎖し、散水による水損防止措置を図る。

5.消防計画の重要性

消防計画とは、その事業所において火災予防上または災害発生時に行わなければ事項が全て盛り込まれており、全従業員がこの消防計画により、防火管理上の業務を行わなければならないという拘束力を持っている。

①作成上の留意点

1. 出来るだけ簡潔にし、理解されやすく、かつ実行しやすいものにする。

2. 形式にこだわり過ぎて必要事項の欠落などがないようにする。

3. 担当者の不在などがあっても相互に補完できるように互換性、柔軟性をもたせる。

4. 建築設計時の防災計画と矛盾しない内容とする。

5. 防火対象物の危険要因に着目し、これに対する措置に重点をおく。

6. 共同選任や一部委託等自己事業所以外の者に業務を行わせる場合は、その権限を明確にしておく。

7. 任務分担は、職名または、氏名によって行うが、職名によって行う場合は、組織図を提出するなど、消防計画とは別に担当者を明らかにする。

8. 行動に関する部分については、マニュアル化するなど訓練に活用できるものにする。

9. 夜間など従業員が少ない場合でも実行できるものとする。
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①消火・通報及び避難の訓練の実施








②消防用設備等の点検及び整備








③火気の使用又は取扱いに関する監督








④避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
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⑥その他防火管理上必要な業務











